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水 道 事 業 会 計 

１ 業務実績 

当年度の業務実績は、次のとおりである。 

（１）給水人口及び給水戸数 

当年度末の給水人口は８万６，２９９人で、前年度と比較すると１，４８５人、１．７％の

減少となっているが、普及率は前年度と同じ９９．９％となっている。 

給水戸数は４万６，２６２戸で、前年度と比較すると３７７戸、０．８％の減少となってい

る。 

２８年度 ２７年度 増　　減 増減率（％）

（人） 86,394 87,883 △ 1,489 △ 1.7

（人） 86,299 87,784 △ 1,485 △ 1.7

（％） 99.9 99.9 0.0 －

（戸） 46,262 46,639 △ 377 △ 0.8

区　　　分

総 人 口

給 水 人 口

普 及 率

給 水 戸 数  

（２）年間給水量及び有収水量 

年間給水量は１，０２５万１３９㎥で、前年度と比較すると４０万２３７㎥、３．８％の減

少となっている。 

有収水量は８３７万４，７８４㎥で、前年度と比較すると１３万８，７１９㎥、１．６％の

減少となっているが、有収率は８１．７％で、前年度と比較すると１．８ポイント上昇してい

る。 
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（３）主要な建設改良事業 

当年度の建設改良事業の主な内訳は、配水管理センター監視制御設備更新工事、チマイベツ

系送水管改良工事となっている。 

導送配水管延長は５９万３，１６６ｍとなり、前年度と比較すると４３７ｍ、０．１％の増

加となっている。 

２８年度 ２７年度 増　　減 増減率（％）

（ｍ） 593,166 592,729 437 0.1

区　　　分

導 送 配 水 管 延 長
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２ 予算執行状況 

当年度の予算執行状況は、次のとおりである。 

（１）収益的収支 

（単位：円、％）

予算現額 決 算 額 翌年度繰越額 増減又は不用額 執行率

1,833,500,000 1,819,434,732 0 △ 14,065,268 99.2

1,645,143,000 1,633,118,623 0 △ 12,024,377 99.3

188,157,000 186,316,109 0 △ 1,840,891 99.0

200,000 0 0 △ 200,000 0.0

1,676,519,000 1,606,333,485 0 70,185,515 95.8

1,475,052,000 1,407,705,363 0 67,346,637 95.4

198,467,000 198,466,248 0 752 100.0

1,000,000 161,874 0 838,126 16.2

2,000,000 0 0 2,000,000 0.0

156,981,000 213,101,247 － － －

科　　　目

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

収　  支　  差　  引  

水道事業収益の決算額は１８億１，９４３万円で、予算現額１８億３，３５０万円に対して

９９．２％の執行率となっている。 

水道事業費用の決算額は１６億６３３万円で、予算現額１６億７，６５１万円に対して  

９５．８％の執行率となっている。 

（２）資本的収支 

（単位：円、％）

予算現額 決 算 額 翌年度繰越額 増減又は不用額 執行率

203,748,000 188,814,000 0 △ 14,934,000 92.7

68,748,000 50,787,000 0 △ 17,961,000 73.9

30,000,000 33,027,000 0 3,027,000 110.1

105,000,000 105,000,000 0 0 100.0

1,160,249,000 1,120,720,552 0 39,528,448 96.6

795,556,000 756,060,942 0 39,495,058 95.0

362,113,000 362,112,224 0 776 100.0

2,580,000 2,547,386 0 32,614 98.7

△ 956,501,000 △ 931,906,552 － － －

科　　　目

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

返 還 金

収　  支　  差　  引

資 本 的 収 入

補 助 金

工 事 負 担 金

他 会 計 貸 付 金 償 還 金

資 本 的 支 出

 

資本的収入の決算額は１億８，８８１万円で、予算現額２億３７４万円に対して９２．７％

の執行率となっている。 

資本的支出の決算額は１１億２，０７２万円で、予算現額１１億６，０２４万円に対して  

９６．６％の執行率となっている。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額９億３，１９０万円は、当年度分消費税及

び地方消費税資本的収支調整額４，８１１万円、減債積立金３億６，２１１万円、過年度分損

益勘定留保資金５億２，１６７万円で補填されている。 
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（３）その他の予算事項 

ア 一時借入金 

予算第５条に定める一時借入金限度額は２億円であるが、当年度の一時借入はなかった。 

イ 議会の議決を経なければ流用することのできない経費 

予算第７条に定める議会の議決を経なければ流用することのできない経費である職員給

与費については、その範囲内の執行となっている。 

（単位：円、％）

予算現額 決 算 額 不 用 額 執行率

301,510,000 267,511,460 33,998,540 88.7

区　　　分

職 員 給 与 費  

ウ 他会計からの補助金 

予算第８条に定める予算額１，１６５万円に対し、決算額は１，１５３万円となっている。 

なお、負担金を含めた一般会計からの繰入状況は、次のとおりである。 

（単位：円、％）

予算現額 決 算 額 増 　 減 執行率

11,140,000 11,144,000 4,000 100.0

10,204,000 10,008,000 △ 196,000 98.1

負 担 金 237,000 349,355 112,355 147.4

補 助 金 9,967,000 9,658,645 △ 308,355 96.9

936,000 1,136,000 200,000 121.4

補 助 金 936,000 1,136,000 200,000 121.4

748,000 744,000 △ 4,000 99.5

748,000 744,000 △ 4,000 99.5

11,888,000 11,888,000 0 100.0

237,000 349,355 112,355 147.4

11,651,000 11,538,645 △ 112,355 99.0

区　　　分

収 益 的 収 入

営 業 収 益

補 助 金

営 業 外 収 益

資 本 的 収 入

補 助 金

合　　　計

負 担 金

 

エ たな卸資産購入限度額 

たな卸資産の購入額は６，１２４万円で、予算第９条に定めるたな卸資産購入限度額  

７，３６４万円の範囲内の執行となっている。 
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３ 経営成績 

当年度の経営成績を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（１）損 益 

（単位：円、％）

２８年度 ２７年度 増　　減 増減率

1,513,962,447 1,540,817,659 △ 26,855,212 △ 1.7

給 水 収 益 1,413,591,797 1,437,192,325 △ 23,600,528 △ 1.6

受 託 工 事 収 益 19,283,000 21,128,000 △ 1,845,000 △ 8.7

他 会 計 負 担 金 36,405,892 39,599,945 △ 3,194,053 △ 8.1

他 会 計 補 助 金 8,943,898 9,219,549 △ 275,651 △ 3.0

そ の 他 営 業 収 益 35,737,860 33,677,840 2,060,020 6.1

1,372,437,637 1,404,933,762 △ 32,496,125 △ 2.3

原 水 費 63,619,157 73,784,086 △ 10,164,929 △ 13.8

浄 水 費 139,023,191 127,941,315 11,081,876 8.7

配 水 費 57,667,461 55,523,314 2,144,147 3.9

給 水 費 72,007,880 57,836,948 14,170,932 24.5

漏 水 防 止 費 14,187,945 12,950,672 1,237,273 9.6

受 託 工 事 費 17,820,028 19,567,903 △ 1,747,875 △ 8.9

業 務 費 37,175,197 41,919,912 △ 4,744,715 △ 11.3

総 係 費 32,502,965 34,116,823 △ 1,613,858 △ 4.7

職 員 給 与 費 216,014,114 249,802,949 △ 33,788,835 △ 13.5

減 価 償 却 費 703,876,656 702,238,027 1,638,629 0.2

資 産 減 耗 費 18,543,043 29,251,813 △ 10,708,770 △ 36.6

141,524,810 135,883,897 5,640,913 4.2

176,266,984 187,589,565 △ 11,322,581 △ 6.0

受 取 利 息 808,900 1,072,183 △ 263,283 △ 24.6

他 会 計 補 助 金 1,136,000 1,036,000 100,000 9.7

長 期 前 受 金 戻 入 45,835,330 49,309,236 △ 3,473,906 △ 7.0

雑 収 益 128,486,754 136,172,146 △ 7,685,392 △ 5.6

157,203,083 166,291,751 △ 9,088,668 △ 5.5

支 払 利 息 157,167,848 165,259,683 △ 8,091,835 △ 4.9

雑 支 出 35,235 1,032,068 △ 996,833 △ 96.6

160,588,711 157,181,711 3,407,000 2.2

159,555 455,512 △ 295,957 △ 65.0

過 年 度 損 益 修 正 損 108,980 350,010 △ 241,030 △ 68.9

そ の 他 特 別 損 失 50,575 105,502 △ 54,927 △ 52.1

160,429,156 156,726,199 3,702,957 2.4

0 0 0 －

362,112,224 327,771,779 34,340,445 10.5

522,541,380 484,497,978 38,043,402 7.9

－ △ 484,497,978 － －

－ 0 － －

科　　　目

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 利 益 （ △ 損 失 ）

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

当年度未処分利益剰余金

未処分利益剰余金処分額

翌 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

経 常 利 益 （ △ 損 失 ）

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益 （ △ 損 失 ）

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額
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ア 営業収益 

営業収益は１５億１，３９６万円で、前年度と比較すると２，６８５万円、１．７％の減

少となっている。 

このうち給水収益は１４億１，３５９万円で、前年度と比較すると２，３６０万円、   

１．６％の減少となっている。これは、給水人口及び有収水量が減少したことによるもので

ある。 

イ 営業費用・営業損益 

営業費用は１３億７，２４３万円で、前年度と比較すると３，２４９万円、２．３％の減

少となっている。 

これは主として、浄水費の委託料及び給水費の修繕費が増加したものの、職員給与費の退

職給付費及び資産減耗費が減少したことによるものである。 

営業収益から営業費用を差し引いた営業利益は１億４，１５２万円で、前年度と比較する

と５６４万円、４．２％の増加となっている。 

ウ 営業外収益・営業外費用・経常損益 

営業外収益は１億７，６２６万円で、前年度と比較すると１，１３２万円、６．０％の減

少となっている。 

これは主として、雑収益及び長期前受金戻入が減少したことによるものである。 

営業外費用は１億５，７２０万円で、前年度と比較すると９０８万円、５．５％の減少と

なっている。 

これは主として、支払利息が減少したことによるものである。 

営業利益に営業外収益及び営業外費用を加減した経常利益は１億６，０５８万円で、前年

度と比較すると３４０万円、２．２％の増加となっている。 

エ 特別損失・当年度純損益 

特別損失は１５万円で、前年度と比較すると２９万円、６５．０％の減少となっている。 

これは主として、過年度損益修正損が減少したことによるものである。 

経常利益に特別損失を加減した当年度純利益は１億６，０４２万円となり、当該純利益及びそ

の他未処分利益剰余金変動額３億６，２１１万円を加えた当年度未処分利益剰余金は５億   

２，２５４万円となっている。 
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なお、総収益、総費用及び当年度未処分利益剰余金の最近５事業年度の推移は、次のとお

りである。 

1,768,546 1,751,618 1,800,418
1,728,407 1,690,2291,667,817 1,607,272

1,751,464
1,571,681 1,529,800

1,570,159 1,467,207

2,690,908

484,498 522,541

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

(千円)
総収益、総費用等の推移

総収益 総費用 当年度未処分利益剰余金

 

（２）経営成績の分析 

ア 経営分析比率 

収益性等について、経営分析比率の推移をみると、次のとおりである。 

（単位：％）

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度
増　減

（２８－２７）

110.5 112.8 114.2 109.7 110.3 0.6

106.4 109.1 113.9 110.0 110.5 0.5

106.0 109.0 102.8 110.0 110.5 0.5

区　　　分

営 業 収 支 比 率

経 常 収 支 比 率

総 収 支 比 率

※ 増減は、比率の増減を表す。
 

 （注）１ 営業収支比率（営業収益／営業費用×１００）は、企業本来の営業活動による営業費用が営業収益によって

どの程度賄われているかを示すもので、この比率が高いほど営業利益率が良いことを表し、これが１００％未

満であれば、営業損失が生じていることを意味する。 
 （注）２ 経常収支比率（経常収益／経常費用×１００）は、経常的活動による経常費用が経常収益によりどの程度賄

われているかを示すもので、この比率が高いほど経常利益率が良いことを表し、これが１００％未満であれば

経常損失が生じていることを意味する。 
 （注）３ 総収支比率（総収益／総費用×１００）は、事業活動に伴う全ての収支のバランスから支払能力と経営の安

定性を見る指標であり、この比率が１００％以上であれば、純利益が生じていることを意味する。 

 

営業収支比率は営業利益が発生していることから１１０．３％となっており、前年度と比

較すると０．６ポイントの上昇となっている。 

経常収支比率は経常利益が発生していることから１１０．５％となっており、前年度と比

較すると０．５ポイントの上昇となっている。 

また、総収支比率は純利益が発生していることから１１０．５％となっており、前年度と

比較すると０．５ポイントの上昇となっている。 
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イ 供給単価及び給水原価 

供給単価及び給水原価を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位：㎥、円、％）

２８年度 ２７年度 増　　減 増減率

（A） 8,374,784 8,513,503 △ 138,719 △ 1.6

（B） 1,413,591,797 1,437,192,325 △ 23,600,528 △ 1.6

（C） 1,341,067,582 1,369,202,140 △ 28,134,558 △ 2.1

（B/A） 168.79 168.81 △ 0.02 0.0

（C/A） 160.13 160.83 △ 0.70 △ 0.4

8.66 7.98 0.68 －

区　　　分

有 収 水 量

給 水 収 益

給 水 費 用

供 給 単 価

給 水 原 価

差　　　引

※ 給水費用 = 総費用 - （受託事業費 + 特別損失 + 長期前受金戻入 + 浄水処理業務等受託料相当額）
 

当年度の有収水量１㎥当たりの給水原価は１６０円１３銭、これに対する供給単価は  

１６８円７９銭であり、差引は８円６６銭となっている。 

これを前年度と比較すると、給水原価で７０銭、供給単価で２銭減少し、差引は６８銭の

増加となっている。 
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４ 財政状態 

当年度の財政状態を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（１）資 産 

 

（単位：円、％）

２８年度 ２７年度 増　　減 増減率

14,971,700,054 15,083,934,262 △ 112,234,208 △ 0.7

14,864,258,474 14,870,200,510 △ 5,942,036 0.0

土 地 484,324,442 484,314,442 10,000 0.0

立 木 663,091 663,091 0 0.0

建 物 386,903,358 331,214,381 55,688,977 16.8

構 築 物 11,606,168,813 11,713,727,548 △ 107,558,735 △ 0.9

機 械 及 び 装 置 2,327,658,524 2,308,973,649 18,684,875 0.8

車 両 運 搬 具 32,762,316 9,521,474 23,240,842 244.1

工 具 器 具 及 び 備 品 25,777,930 21,785,925 3,992,005 18.3

2,441,580 3,733,752 △ 1,292,172 △ 34.6

電 話 加 入 権 90,600 90,600 0 0.0

その他無形固定資産 2,350,980 3,643,152 △ 1,292,172 △ 35.5

105,000,000 210,000,000 △ 105,000,000 △ 50.0

他 会 計 貸 付 金 105,000,000 210,000,000 △ 105,000,000 △ 50.0

1,521,410,701 1,470,416,246 50,994,455 3.5

322,752,635 175,882,425 146,870,210 83.5

227,880,588 173,342,913 54,537,675 31.5

未 収 金 236,026,800 182,151,483 53,875,317 29.6

貸 倒 引 当 金 △ 8,146,212 △ 8,808,570 662,358 7.5

15,777,478 16,190,908 △ 413,430 △ 2.6

850,000,000 1,000,000,000 △ 150,000,000 △ 15.0

105,000,000 105,000,000 0 0.0

16,493,110,755 16,554,350,508 △ 61,239,753 △ 0.4

科　　　目

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

そ の 他 流 動 資 産

資 産 合 計  

資産合計は１６４億９，３１１万円で、前年度と比較すると６，１２３万円、０．４％の減

少となっている。 

ア 固定資産 

固定資産は１４９億７，１７０万円で、前年度と比較すると１億１，２２３万円、０．７％

の減少となっている。 

これは主として、建物が増加したものの、構築物の減価償却に伴う資産減と、他会計貸付

金が減少したこととによるものである。 

イ 流動資産 

流動資産は１５億２，１４１万円で、前年度と比較すると５，０９９万円、３．５％の増

加となっている。 

これは主として、短期貸付金が減少したものの、現金預金及び未収金が増加したことによ

るものである。 
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なお、未収金の内訳及び最近５事業年度の過年度未収金とその収入率の推移は、次のとお

りである。 

（単位：円、％）

調定額 収入額 不納欠損額 未収入額 収入率

2,008,248,732 1,776,235,778 0 232,012,954 88.4

営 業 未 収 金 1,633,118,623 1,494,205,558 0 138,913,065 91.5

営 業 外 未 収 金 186,316,109 176,286,220 0 10,029,889 94.6

そ の 他 未 収 金 188,814,000 105,744,000 0 83,070,000 56.0

182,112,125 177,375,241 723,038 4,013,846 97.8

営 業 未 収 金 143,942,873 139,230,037 723,038 3,989,798 97.2

営 業 外 未 収 金 11,429,252 11,405,204 0 24,048 99.8

そ の 他 未 収 金 26,740,000 26,740,000 0 0 100.0

2,190,360,857 1,953,611,019 723,038 236,026,800 89.2

過 年 度 未 収 金

合　　計

科　　　目

現 年 度 未 収 金

 

（単位：円、％）

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

5,687,160 6,816,400 6,196,117 5,114,541 4,013,846

96.7 95.8 97.1 97.4 97.8収 入 率

区　　　分

過 年 度 未 収 金
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（２）負債及び資本 

（単位：円、％）

２８年度 ２７年度 増　　減 増減率

7,121,775,327 7,578,197,046 △ 456,421,719 △ 6.0

6,887,086,329 7,261,404,317 △ 374,317,988 △ 5.2

234,688,998 316,792,729 △ 82,103,731 △ 25.9

退 職 給 付 引 当 金 190,438,117 258,225,848 △ 67,787,731 △ 26.3

修 繕 引 当 金 44,250,881 58,566,881 △ 14,316,000 △ 24.4

703,766,771 511,705,245 192,061,526 37.5

374,317,988 362,112,224 12,205,764 3.4

300,984,616 121,618,993 179,365,623 147.5

16,176,094 16,777,284 △ 601,190 △ 3.6

12,288,073 11,196,744 1,091,329 9.7

賞 与 引 当 金 10,332,166 9,439,383 892,783 9.5

法 定 福 利 費 引 当 金 1,955,907 1,757,361 198,546 11.3

1,137,003,118 1,094,311,834 42,691,284 3.9

2,509,844,160 2,426,768,665 83,075,495 3.4

△ 1,372,841,042 △ 1,332,456,831 △ 40,384,211 △ 3.0

8,962,545,216 9,184,214,125 △ 221,668,909 △ 2.4

6,320,379,432 5,992,607,653 327,771,779 5.5

1,210,186,107 1,377,528,730 △ 167,342,623 △ 12.1

60,161,959 60,161,959 0 0.0

受 贈 財 産 評 価 額 60,161,959 60,161,959 0 0.0

1,150,024,148 1,317,366,771 △ 167,342,623 △ 12.7

減 債 積 立 金 627,482,768 832,868,793 △ 205,386,025 △ 24.7

当年度未処分利益剰余金 522,541,380 484,497,978 38,043,402 7.9

7,530,565,539 7,370,136,383 160,429,156 2.2

16,493,110,755 16,554,350,508 △ 61,239,753 △ 0.4

科　　　目

固 定 負 債

企 業 債

引 当 金

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

預 り 金

引 当 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

収 益 化 累 計 額

負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

 

ア 負 債 

負債合計は８９億６，２５４万円で、前年度と比較すると２億２，１６６万円、２．４％

の減少となっている。 

（ア）固定負債 

固定負債は７１億２，１７７万円で、前年度と比較すると４億５，６４２万円、６．０％

の減少となっている。 

これは主として、１年を超えて償還される企業債及び退職給付引当金が減少したことに

よるものである。 

（イ）流動負債 

流動負債は７億３７６万円で、前年度と比較すると１億９，２０６万円、３７．５％の

増加となっている。 
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これは主として、未払金が増加したことによるものである。 

なお、企業債未償還残高は７２億６，１４０万円で、前年度と比較すると３億６，２１１万

円の減少となっている。 

 

148,000 150,000

0 0 0

442,915

247,267

355,551 327,772 362,112

8,404,107 8,306,840

7,951,288

7,623,517

7,261,404

4,000,000

4,500,000

5,000,000

5,500,000

6,000,000

6,500,000

7,000,000

7,500,000

8,000,000

8,500,000

9,000,000

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

(千円)(千円)
企業債の推移

当年度借入高 当年度償還高 当年度末残高

（借入高・

償還高）
（残高）

 

（ウ）繰延収益 

繰延収益は１１億３，７００万円で、前年度と比較すると４，２６９万円、３．９％の

増加となっている。 

これは、有形固定資産の減価償却に伴い収益化累計額が減少したものの、長期前受金が

増加したことによるものである。 

イ 資 本 

資本合計は７５億３，０５６万円で、前年度と比較すると１億６，０４２万円、２．２％

の増加となっている。 

（ア）資本金 

資本金は６３億２，０３７万円で、前年度と比較すると３億２，７７７万円、５．５％

の増加となっている。 

これは、前年度未処分利益剰余金が組み入れられたことによるものである。 

（イ）剰余金 

剰余金は１２億１，０１８万円で、前年度と比較すると１億６，７３４万円、１２．１％

の減少となっている。 

これは、当年度未処分利益剰余金が増加したものの、減債積立金が減少したことによる

ものである。 
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（３）財政状態の分析 

経営の健全性等について、財務分析比率の推移をみると、次のとおりである。 

（単位：％）

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度
増　減

（２８－２７）

48.2 47.8 49.5 51.1 52.6 1.5

94.7 94.9 93.8 94.0 94.8 0.8

648.4 285.7 302.4 287.4 216.2 △ 71.2

区　　　分

自 己 資 本 構 成 比 率

固定資産対長期資本比率
（ 固 定 長 期 適 合 率 ）

流 動 比 率

※ 増減は、比率の増減を表す。
 

 （注）１ 自己資本構成比率（（資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益）／負債資本合計×１００）は、総資本のう

ち自己資本が占める割合を表し、この比率が高いほど経営の安全性は大きいものといえる（平成２７年度にお

ける水道事業会計の全国平均は６９．９％）。 

 （注）２ 固定資産対長期資本比率（固定資産／（資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債＋繰延収益）×１００）は、

固定資産が、返済期限のない自己資本や長期に活用可能な固定負債等により調達されている程度を表し、   

１００％以下であることが望ましい。 

 （注）３ 流動比率（流動資産／流動負債×１００）は、流動負債に対する支払能力及び運転資金の状態を示し、理想

比率は２００％以上とされている。 

 （注）４ 自己資本構成比率及び固定資産対長期資本比率は、会計基準の見直しに伴い、平成２６年度から算出方法が

変更されている。 

 

自己資本構成比率は５２．６％となり、前年度と比較すると資本金が増加したことにより 

１．５ポイントの上昇となっている。 

固定資産対長期資本比率は９４．８％となり、前年度と比較すると資本金が増加したものの、

固定負債が減少したことにより０．８ポイントの上昇となっている。 

また、流動比率は２１６．２％となり、前年度と比較すると流動資産が増加したものの、流

動負債が増加したことにより７１．２ポイントの低下となっているが、引き続き短期の支払能

力が安定していることを示している。 

 



- 17 - 

 

５ キャッシュ･フローの状況 

当年度のキャッシュ・フローの状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位：円）

２８年度 ２７年度 増　　減

業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益（△は純損失） 160,429,156 156,726,199 3,702,957

減価償却費 703,876,656 702,238,027 1,638,629

退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 67,787,731 △ 38,814,929 △ 28,972,802

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 662,358 3,123,507 △ 3,785,865

賞与引当金の増減額（△は減少） 892,783 △ 587,679 1,480,462

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 198,546 △ 42,864 241,410

修繕引当金の増減額（△は減少） △ 14,316,000 △ 21,538,000 7,222,000

長期前受金戻入額 △ 45,835,330 △ 49,309,236 3,473,906

受取利息 △ 808,900 △ 1,072,183 263,283

支払利息 157,167,848 165,259,683 △ 8,091,835

固定資産除却損 18,543,043 29,251,813 △ 10,708,770

未収金の増減額（△は増加） △ 53,875,317 13,823,766 △ 67,699,083

未払金の増減額（△は減少） 179,365,623 35,485,396 143,880,227

預り金の増減額（△は減少） △ 601,190 △ 57,057,316 56,456,126

貯蔵品の増減額（△は増加） 413,430 △ 179,280 592,710

小　　　計 1,037,000,259 937,306,904 99,693,355

利息の受取額 808,900 1,072,183 △ 263,283

利息の支払額 △ 157,167,848 △ 165,259,683 8,091,835

880,641,311 773,119,404 107,521,907

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 707,925,491 △ 611,294,780 △ 96,630,711

長期貸付金の償還による収入 105,000,000 105,000,000 0

国庫補助金による収入 0 34,827,000 △ 34,827,000

国庫補助金の返還による支出 △ 2,547,386 △ 1,099,876 △ 1,447,510

道補助金による収入 50,043,000 0 50,043,000

一般会計からの繰入による収入 744,000 660,000 84,000

工事負担金による収入 33,027,000 3,028,000 29,999,000

△ 521,658,877 △ 468,879,656 △ 52,779,221

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期貸付金の回収による収入 2,430,000,000 1,950,000,000 480,000,000

短期貸付金による支出 △ 2,280,000,000 △ 1,950,000,000 △ 330,000,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 362,112,224 △ 327,771,779 △ 34,340,445

△ 212,112,224 △ 327,771,779 115,659,555

146,870,210 △ 23,532,031 170,402,241

175,882,425 199,414,456 △ 23,532,031

322,752,635 175,882,425 146,870,210

区　　　分

合　　　計

合　　　計

資金期末残高

合　　　計

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高
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キャッシュ・フローの状況をみると、当年度における資金は、業務活動で得た８億８，０６４

万円を、投資活動に５億２，１６５万円、財務活動に２億１，２１１万円充てた結果、      

１億４，６８７万円増加したため、期末残高は３億２，２７５万円となっており、その主な内容

は次のとおりである。 

（１）業務活動によるキャッシュ・フロー（企業における通常の営業活動に係る資金の状況を表

す。） 

業務活動によるキャッシュ・フローは、当年度純利益１億６，０４２万円を計上し、減価

償却費が７億３８７万円あったことなどにより８億８，０６４万円の資金を得た。 

（２）投資活動によるキャッシュ・フロー（将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資

活動に係る資金の状況を表す。） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、長期貸付金の償還による収入が１億５００万円あ

ったものの、有形固定資産の取得による支出が７億７９２万円あったことなどにより５億 

２，１６５万円の資金を使用した。 

（３）財務活動によるキャッシュ・フロー（資金の調達及び返済に係る状況を表す。） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期貸付金の回収による収入が短期貸付金による

支出を差し引いて１億５，０００万円あったものの、企業債の償還による支出が３億   

６，２１１万円あったことにより２億１，２１１万円の資金を使用した。 

 

６ 意見 

水道事業会計の平成２８年度決算においては、当年度純利益が１億６，０４２万円となってお

り、当該純利益にその他未処分利益剰余金変動額を加えた当年度未処分利益剰余金は、前年度か

ら７．９％増加した５億２，２５４万円となっている。 

経営成績及び財政状態をみると、経常収支比率や総収支比率、固定資産対長期資本比率や流動

比率等は良好な水準を維持しており、引き続き健全な経営状況を確保していると認められる。 

建設改良事業については、配水管理センター監視制御設備更新やチマイベツ系送水管の改良な

ど、施設及び導・送・配水管の更新を実施している。 

水道は、市民生活や社会経済活動を営む上で、また、災害時には市民の生命に直接的に関わる

重要なライフラインであり、安全で良質な水道水を安定的に供給することが求められているが、

人口の減少、節水意識の高まりなどから、有収水量は減少傾向を示しており、今後も給水収益の

伸びを期待できない状況にある中で、老朽化した管路等の設備更新などへの資金需要の増加が見

込まれていることから、これらのバランスを見極めながら、効率的に収益確保を図っていくこと

が求められる。 

今後とも、これらの見通しを踏まえながら、平成２２年度に策定した「室蘭市水道ビジョン」

に基づき、耐震性に配慮した老朽管の更新など災害に強い水道施設の整備を計画的かつ効率的に

進めるとともに、中長期的な視点に立って、経営の効率化、財政基盤の強化を図りながら、経営

の健全性の維持に努めるよう望むものである。 


